
Ⅱ 安心して暮らせるしまね

１．安全対策の推進
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

45 震災・風水害等災害 60,746 ○東日本大震災等を踏まえて、H24年度改訂の 60,746 ○要求どおり 総務部

対策事業 地域防災計画等に沿って、地域住民と一体的 [消防防災課]

に災害に備えた対策を実施

①防災備蓄物資の拡充整備

・避難所用備蓄

プライバシーに配慮した間仕切りや更衣テ

ント、要援護者用の衛生用品、食物アレル

ギー対応食品等を整備 【新規】

・衛星携帯電話

災害時の通信手段の途絶に備え、県庁や合

庁等の活動拠点に衛星携帯電話を整備

【新規】

②総合防災訓練の実施

・地震・津波による広域的大規模災害を想定

した実働訓練、図上訓練の実施

（情報伝達、避難訓練、応急対策等）

③防災研修の開催等

・地区組織による津波ハザードマップ作

成等の津波避難計画策定を支援

・地域防災リーダー育成研修

・消防団員の知識習得・技術向上研修

46 原子力防災・安全対 1,105,585 ○原子力災害の発生に備え、オフサイトセン 1,105,585 ○要求どおり 総務部

策事業 ターや環境放射線等監視機能の強化、住民 [原子力安全対

避難体制等を充実 策課]

①オフサイトセンターの放射線防護対策

・国から示される放射線防護基準等を踏

まえて、防護設備等を整備

②モニタリング機能の強化

・測定局舎の耐震化や非常用発電設備の

整備、通信網の強化等

③防災資機材の整備

・屋内待避に備え、ＵＰＺ（原発施設か

ら30㎞圏内）に位置する市の保育所に

紙おむつ等の衛生用品を整備【新規】

④２県６市による防災訓練の実施

・初動対応、住民避難、緊急時モニタリ

ング等

⑤普及啓発の実施

・広報誌やパンフレット等の作成配布、

講演会や意見交換会の開催など



Ⅱ 安心して暮らせるしまね

１．安全対策の推進（続き）

（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

47 防災行政無線の整備 3,836,960 ○県防災行政無線の老朽化に伴うデジタル化更 3,836,960 ○要求どおり 総務部

新及び情報量の拡大に対応したＩＰ化を消防 [消防防災課]

救急無線と共同で実施

①防災行政無線のデジタル化更新

県防災行政無線 681,936

消防救急無線 513,998

合 計 1,195,934

②防災行政無線幹線系ＩＰ化整備

県防災行政無線 1,687,609

消防救急無線 953,417

合 計 2,641,026

48 県庁舎等耐震改修事 2,021,911 ○島根県建築物耐震改修促進計画等に基づき、 1,261,660 ○一部を前倒して実施 総務部

業 震災時においても災害対策の中枢機能等を確 （H24年度２月補正予算計上） [管財課]

保できるよう、本庁舎等の耐震 改修を実施 環境生活部

［整備計画］H22～27 [文化国際課]

［H25実施内容］ 健康福祉部

①耐震改修工事 [健康福祉総務課]

本庁舎、雲南合庁、議会棟、議事堂別館 農林水産部

②耐震診断・実施設計 [農業経営課]

警察本部庁舎、県民会館、保健環境科学研 議会事務局

究所、農林大学校 警察本部

49 県庁舎等非常用発電 830,651 ○島根県地域防災計画において、災害時の活動 830,651 ○要求どおり 総務部

設備整備事業 の中枢施設等に位置づける県庁舎等に非常用 [管財課]

発電設備を整備 商工労働部

［整備計画］H25～27 [商工政策課]

［H25整備施設］ 警察本部

本庁舎、分庁舎、東庁舎、合同庁舎（松江・

雲南・出雲・川本）、警察署（益田・津和野

・隠岐の島）、産業交流会館

50 社会福祉施設等耐震 1,399,793 ○社会福祉施設の安全性を確保するための耐震 1,399,793 ○要求どおり 健康福祉部

化等整備事業 化整備費及び小規模な入所施設等のスプリン [地域福祉課]

（国基金事業） クラーの設置経費を助成 [障がい福祉課]

[助成率］3/4



Ⅱ 安心して暮らせるしまね

１．安全対策の推進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

51 建築物等地震対策促 10,000 ○国の新耐震基準導入(S56年)以前に建築され 10,000 ○要求どおり 土木部

進事業 た木造住宅の耐震化を促進するため、補強計 [建築住宅課］

画策定や改修等の経費を助成

［実施主体］市町村

［助成限度額］

・補強計画策定 100千円/戸

・耐震改修 200千円/戸

・解体 100千円/戸

・普及啓発 1,000千円/事業主体

52 警察署等整備事業 1,821,110 ○浜田警察署の移転改築 708,663 1,799,916 ○事業費精査 警察本部

・総事業費：約35億円

・H25:用地取得、実施設計等

・H26～27：建設工事

H27：新庁舎へ移転

H28：現庁舎解体工事

・庁舎整備にあたっては県産材や石州瓦を活

用

○江津警察署の移転改築 806,543

・総事業費：約13億円

・H24～25：建設工事

H25：新庁舎へ移転

H26：現庁舎解体工事

・庁舎整備にあたっては県産材や石州瓦を活

用

○交番・駐在所の整備 284,710

・築後３０年以上経過し老朽化した交番駐在

所を計画的に整備

・新築5か所、用地取得3か所、設計1か所

・庁舎整備にあたっては県産材や石州瓦を活

用


